
死傷 死亡 死傷 死亡 増減数 増減率

15 13 +2 +15.4% 

食 料 品 製 造 業 1 3 -2 -66.7% 

繊 維 工 業 2 1 +1 +100.0% 

鉄 鋼 業 2 +2 －　　

金 属 製 品 1 -1 -100.0% 

一 般 機 械 器 具 4 2 +2 +100.0% 

輸 送 機 械 製 造 2 3 -1 -33.3% 

上 記 以 外 の 製 造 業 4 3 +1 +33.3% 

4 7 -3 -42.9% 

土 木 工 事 業 2 -2 -100.0% 

建 築 工 事 業 3 5 -2 -40.0% 

そ の 他 の 建 設 業 1 +1 －　　

6 5 +1 +20.0% 

2 5 1 -3 -60.0% 

新 聞 販 売 0 －　　

そ の 他 の 小 売 業 2 5 1 -3 -60.0% 

4 -4 -100.0% 

1 +1 －　　

1 1 0 0.0% 

1 3 -2 -66.7% 

5 5 0 0.0% 

35 0 43 1 -8 -18.6% 合 計

飲 食 店

清 掃 ・ と 畜 業

上 記 以 外 の 事 業

通 信 業

社 会 福 祉 施 設

 

陸 上 貨 物 運 送 事 業

小 売 業

建 設 業

令和3年　西尾支署業種別労働災害発生状況
令和3年4月末現在

        　         　　 　　 年    別
  業   種 令和3年 令和2年 増　　減

製 造 業



        ※（　）内は交通事故による死亡者数で内数である。

5 11
食 料 品 製 造 業 1
化 学 工 業 3
鉄 鋼 ・ 非 鉄 金 属 1 1
金 属 製 品 2
一 般 ・ 電 気 ・ 輸 送 用 1 4
そ の 他 2 1

2 4 (  1 ) 13 (  2 )
 土 木 工 事 業 2 (  1 ) 4 (  1 )

建 築 工 事 業 2 1 5 (  1 )
そ の 他 1 4

4 (  1 ) 7 (  1 )
2 (  1 ) 3 (  1 )

 卸 売 業

小 売 業 2 (  1 ) 2 (  1 )
そ の 他 1

1 3
1 1 13 (  2 )

8 12 (  3 ) 50 (  6 )合 計

製 造 業

建 設 業

陸 上 貨 物 運 送 事 業

商 業

清 掃 ・ と 畜 業
上 記 以 外 の 事 業

愛知労働局管内死亡災害発生状況 ( 令和3年5月10日 現在の速報値)

        　                年    別
  業   種

令和3年速報値 令和2年同時期(速報値) 令和2年確定値
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10 月別死亡者数推移（直近2年）



発生日時 事故の型/起因物 災害発生状況・原因

R3.1.6.

12:10

有害物等との接触 　装置内の耐火レンガを交換後、水分除去のため内部をガスバーナーで加熱
後、排気ダクトのマンホールを閉める際、バーナーの排気を吸い込み、一酸化
炭素中毒により死亡したもの。有害物

2021

鉄鋼業1000名以上 50代 37年作業者・技能者 経
験

事業場
規模

業
種

R3.1.14.

15:15

墜落･転落 　２階建て家屋の屋根リフォーム作業中、墜落制止用器具の使用などの墜落防
止措置がなく、高さ6.7mの屋根上から地面に墜落して死亡したもの。

屋根・はり・もや・け
2021

木造家屋建築工事業9名以下 30代 1年大工 経
験

事業場
規模

業
種

R3.2.12.

14:27

はさまれ･巻き込まれ 　プラスチック箱の積上げ装置が不具合で停止したため、運転を停止すること
なく装置横の点検開口面から内部に身体を入れて調整したところ、当該装置が
復帰し作動したため、上昇した内部のアーム付きシリンダーと点検開口面の枠
に胸部がはさまれて死亡したもの。

その他の一般動力機械
2021

食料品製造業500～999名 50代 17年製造工 経
験

事業場
規模

業
種

R3.2.15.

8:25

はさまれ･巻き込まれ 　射出成形機が不具合で停止したが、運転を停止することなく金型の間に入
り、調整後、そのまま奥の覆いを閉めた。その際、手前の光線式遮断装置の光
軸から身体をずらしたため機械が作動し、金型に左半身がはさまれて死亡した
もの。

射出成形機
2021

その他の製造業30～49名 30代 11年班長 経
験

事業場
規模

業
種

R3.2.19.

11:33

激突され 　ＮＣ旋盤を使い直径３．５㎝の丸棒鋼材の先端を加工していたところ、当該
鋼材が変形し、近くにいた被災者の頭部などに当たり死亡したもの。同時に、
事業主も負傷したもの。金属材料

2021

一般機械器具製造業9名以下 40代 4年金属工作機械工 経
験

事業場
規模

業
種

R3.3.16.

10:30

はさまれ･巻き込まれ 　織物の毛先を伸ばしながら艶付けをして整える機械を稼働させていた被災者
が、当該機械下方の布の送りローラーに上半身が巻き込まれた状態で発見され
たもの。被災時より意識不明の状態が続いていたが、後日死亡したもの。ロール機（印刷ロール

2021

繊維工業30～49名 30代 19年仕上工 経
験

事業場
規模

業
種

R3.3.18.

15:58

崩壊･倒壊 　地盤改良のため空地を掘削していたところ、過去の建築物のＰＨＣ杭の残置
が判明したが、杭を自立させたまま掘削を継続した。被災者は、土留めの矢板
を設置するため、杭の東側深さ４．５ｍの箇所において、小型ドラグショベル
で掘削していたところ、長さ４．１ｍの杭が倒壊し運転席に激突して死亡した
もの。

建築物・構築物
2021

建築工事業（木建以外）9名以下 60代 30年作業員 経
験

事業場
規模

業
種

R3.3.22.

11:37

墜落･転落 校庭の高さ６ｍの立木の剪定作業中、はしご（又は枝）から墜落して死亡した
もの。

立木等
2021

農業9名以下 70代 4年作業者 経
験

事業場
規模

業
種
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令和２年 愛知の労働災害発生状況 

 
愛 知 労 働 局 

１ 労働災害による死傷者数の発生状況 

 

愛知県内における労働災害による死傷者数は、平成 30年までの増加傾向から令和元年には

減少に転じたが、令和 2年度には再度増加し、近年最多であった平成 30年の水準を上回った。

死傷者数の多い 4業種について、年別の発生状況を以下、分析した。 

 
 

 平成 23年 平成 24年 平成 25年 平成 26年 平成 27年 平成 28年 平成 29年 平成 30年 令和元年 令和 2年 

製造業 2,120  2,060  2,037  2,027  1,902  1,904  1,938  1,986  1,895  1,889  

建設業 701  627  711  712  668  643  674  673  645  723  

陸上貨物 874  905  913  876  904  847  959  1,024  1,056  1,078  

商業 970  911  862  1,068  886  906  1,040  1,145  1,048  1,145  

全産業 6,572  6,392  6,534  6,703  6,349  6,360  6,749  7,117  6,986  7,461  

単位：人 
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2,000
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平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

製造業 建設業 陸上貨物 商業 全産業

（全産業以外）

（人）
（全産業）

（人）
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令和２年の愛知県内における死傷者数（休業 4日以上）は 7,461人（対前年比 

475人（6.8％）増加） 

うち 製造業 1,889人（対前年比 6人（0.3％）減少） 

最も多い事故の型は、「はさまれ・巻き込まれ」で 499人（割合は 26.4％ 

対前年比９人（1.8％）増加） 

建設業 723人（対前年比 78人（12.1％）増加） 

最も多い事故の型は、「墜落・転落」で 194人（割合は 26.8％ 対前年

比 15人（7.2％）減少） 

陸上貨物運送事業 1,078人（対前年比 22人（2.1％）増加） 

最も多い事故の型は、「墜落・転落」で 299人（割合は 27.7％ 対前年

比８人（2.6％）減少） 

商業 1,145人（対前年比 97人（9.3％）増加） 

最も多い事故の型は、「転倒」で 352 人（割合は 30.7％ 対前年比 35

人（11.0％）増加） 

 

 

 

２ 死傷災害の特徴 

 

2-1 業種別の発生状況 

製造業が 1,889 人と最も多く、死傷者数全体の 25.3％を占めている。次いで、商業が

1,145人（15.3％）、陸上貨物運送事業が 1,078人（14.4％）、保健衛生業が 847人（11.4％）

の順になっている。 

 

 

製造業

1,889人

25.3%

商業

1,145人

15.3%

陸上貨物運送

業

1,078人

14.4%

保健衛生業

847人

11.4%

建設業

723人

9.7%

接客娯楽業

449人

6.0%

その他の業種

1,330人

17.8%
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2-2 事故の型別の発生状況 

全産業における事故の型別の発生状況をみると、「転倒」が 1,648人（22.1％）、「墜落・

転落」が 1,172人（15.7％）、「はさまれ・巻き込まれ」が 909人（12.2％）と 3つの型で

50.0％を占めている。 

特に第三次産業（商業・保健衛生業・接客娯楽業）においては、「転倒」が 30.3％（740

人）と全業種より 8.2％高くなっている。 

 

 
  

転倒

1,648人

22.1%

墜落・転落

1,172人

15.7%

はさまれ・

巻き込まれ

909人

12.2%

動作の反動・

無理な動作

748人 10.0%

激突

688人

9.2%

切れ・こすれ

445人 6.0%

高温・低温の

物との接触

207人

2.8%

その他の事故の型

1,644人

22.0%
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2-3 年齢別の発生状況 

50 歳代が 1,864 人（25.0％）、60 歳以上が 1,861 人（24.9％）であり、50歳以上で約

半数（49.9％）を占めている。 

 

 

2-4 経験年数別の発生状況 

1年未満が 1,110人（14.9％）、1年以上 5年未満が 2,942人（39.5％）であり経験年数

5年未満の発生率が 54.4％を占めている。     

 

 

  

20歳未満 157人

2.1%

20歳代 1034人

13.9%

30歳代 995人

13.3%

40歳代 1,548人

20.8%

50歳代 1,864人

25.0%

60歳以上 1,861人

24.9%

1年未満

1,110人

14.9%

1年以上5年未満

2,942人

39.5%5年以上10年未

満 1,215人

16.3%

10年以上15年未満

790人 10.6%

15年以上20年未満

463人 6.2%

20年以上

936人 12.6%
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３ 死亡災害の発生状況 

 
 

 平成 23年 平成 24年 平成 25年 平成 26年 平成 27年 平成 28年 平成 29年 平成 30年 令和元年 令和 2年 

製造業 11  18  17  14  7  9  11  20  9  11  

建設業 13  12  16  19  18  7  15  11  16  13  

陸上貨物 11  8  10  4  9  7  7  5  5  7  

商業 4  4  3  7  4  6  1  4  7  3  

全産業 52  49  54  61  48  43  44  46  45  50  
単位：人 

令和２年の愛知県内における死亡災害の発生件数は 50人と前年から５名増、近年最多であった

平成 26年(61人)以来の 50人以上の水準となった。 

 

3-1 死亡災害の概況 

死亡災害の発生件数 50人（対前年比 5人（11.1％）増加） 

うち 製造業 11人（対前年比 2人（22.2％）増加） 

最も多い事故の型としては、「はさまれ・巻き込まれ」で３人（割合は

25.0％） 

建設業 13人（対前年比 3人（18.8％）減少） 

最も多い事故の型としては、「崩壊・倒壊」及び「はさまれ・巻き込ま

れ」でそれぞれ３人（割合は 23.1％） 

陸上貨物運送事業 ７人（対前年比２人（40.0％）増加） 

最も多い事故の型としては、「墜落・転落」で４人（割合は 57.1％） 

商業 ３人（対前年比４人（57.1％）減少 

最も多い事故の型としては、「墜落・転落」で２人（割合は 66.7％） 
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3-2 事故の型別の発生状況 

令和２年の死亡災害を事故の型別でみると、「墜落・転落」11人 、「はさまれ・巻き込

まれ」９人、「交通事故」６人、「崩壊・倒壊」５人であった。 

この 4つの型で 62.0％を占めている。 

 

3-3 年齢別の発生状況 

令和２年の死亡災害を被災者の年齢別にみると、20 歳未満は０人、20 歳代で２人、30

歳代で 11人、40歳代で 13人、50歳代で 10人、60歳代で５人、70歳代以上で９人発生

している。 

50 歳以上の中高年齢労働者で 48.0％、60 歳以上の高年齢労働者で 28.0％を占めてい

る。 

 

3-4 経験年数別の発生状況 

令和２年の死亡災害を被災者の経験年数別にみると、1 年未満が２人、1 年以上 5 年未

満が 13人、5年以上 10年未満が６人、10年以上 15年未満が３人、15年以上 20年未満

が 8人、20年以上が 18人であった。 

経験年数 5年未満が 30.0％、20年以上が 36.0％を占めている。 
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＜参考２＞ 

６業種の労働災害発生状況等 

 
愛 知 労 働 局 

 

 

１ 重点とする 6業種 労働災害発生状況 

第 13次労働災害防止推進計画（2018年度～2022年度）により重点とする 6業種（製造業・

建設業・陸上貨物運送事業・小売業・社会福祉施設・飲食店）の死傷者数（4日以上）の発生

状況を分析した。 

 

1-1 ６業種の労働災害発生状況 

令和２年の死傷者数を前年と比較すると、製造業では減少となったものの、建設業では

723人（＋78人）、陸上貨物運送事業では 1,078人（＋22人）、小売業では 841（＋２人）、

社会福祉施設では 601人（＋169人）、飲食店では 332人（＋23人）とそれぞれ増加して

おり、建設業、陸上貨物運送事業、社会福祉施設、飲食店においては、過去 5年間で最も

多い死傷者数であった。 

 

  

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

製造業 1904 1938 1986 1895 1889

建設業 643 674 673 645 723

陸上貨物運送事業 847 959 1024 1056 1078

小売業 694 800 860 772 841

社会福祉施設 334 350 401 432 601

飲食店 271 296 279 309 332
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1-2 6業種の事故の型特徴 

① 製造業は、「はさまれ・巻き込まれ」が最も多く499人（26.4％）、「転倒」が341人（18.0％）

となっている。 

② 建設業は、「墜落・転落」が最も多く 194人（26.8％）、「はさまれ・巻き込まれ」が

93人（12.9％）となっている。 

③ 陸上貨物運送事業は、「墜落・転落」が最も多く 299人（27.7％）、「転倒」「動作の反

動・無理な動作」「激突」「はさまれ・巻き込まれ」で、いずれも全体の 10％以上とな

っている。 

④ 小売業は、「転倒」が最も多く 285人（33.9％）、「墜落・転落」「動作の反動・無理な

動作」で、全体の 10％以上となっている。 

⑤ 社会福祉施設では、「転倒」が 190人（31.6％）、動作の反動・無理な動作が 131人

（21.8％）と、この２つの事故の型で 53.4％を占めている。 

⑥ 飲食店は、「転倒」が 95人（28.6％）、切れ・こすれが 65人（19.6％）、高温・低温の

物との接触が 44人（13.3％）となっており、この３つの事故の型で 61.5％を占めて

いる。 

 

  
※業種ごとに 100％とした割合のグラフである。 
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２ 転倒災害発生状況 

死傷災害（休業 4日以上）のうち事故の型として最も多い転倒（1,648人）について発生状

況を分析した。 

 

2-1 転倒災害の経年状況 

死傷災害のうち転倒災害が占める割合は、平成 23年には 19.8%であったが、令和２年に

は 22.1％であった。 

 
2-2 転倒災害の年別・年代別発生状況 

転倒災害は年令が高くなるほど増加する傾向が認められる。 

60歳以上の被災者は、平成 23年には 33.1%を占めていたが、令和２年には 39.9％であ

った。また、50歳以上で比較すると、平成 23年には 62.3%を占めていたが、令和２年に

は 70.8％であった。 
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2-3 年代別・性別での転倒災害発生状況 

転倒災害は年令の高い女性の被災件数増加が顕著である。 

令和２年の転倒災害のうち、50歳以上の女性が全体の 46.6％を占め、同年代の男性の

約２倍となっている。 
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＜参考３＞ 

３ 60歳以上の高年齢労働者における労働災害発生状況 

 

3-1 労働災害発生状況の推移 

令和２年の 60歳以上の高年齢労働者の死傷者数（休業 4日以上）は 1,861人となって

おり、全体の 24.9％（平成 23 年：21.6%）を占めている。平成 23 年の 1,420 人と比べ

て、441人（31.1%）増加した。令和２年の全体の死傷者数についても、平成 23年の 6,572

人と比べて、889 人増加していることから、60 歳以上の高年齢労働者の死傷者数の増加

が、全体の死傷者数の増加の一つの要因となっている。 

 

 

3-2 年齢別休業期間 

年齢が上がるとともに、休業期間が長くなる傾向が見られ、60歳以上の高年齢労働者に

おいては、休業 1月以上の割合は 60.1％となっている。 
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＜参考４＞ 

４ 外国人労働者の労働災害発生状況 

4-1 業種別発生状況の推移 

令和２年の外国人労働者の死傷者数（休業 4 日以上）は 581 人となっており、平成 23

年と比べ、355人（157.1％）増加した。特に建設業において著しい増加傾向にある。 

 

 

4-2 労働災害に占める割合の推移 

労働災害による死傷者数（休業 4日以上）のうち外国人労働者が占める割合は、令和

２年では、全体の 7.8％（平成 23年：3.4％）を占めている。また、製造業では、16.5％

を占めており、平成 23年と比べると 8.4％増加した。 
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4-3 国籍別発生状況 

令和２年における外国人労働者の国籍別発生状況は、ブラジルが 157人（27.0％）、ベ 

トナムが 113人（19.4％）、フィリピンが 86人（14.8％）、中国が 77人（13.3％）、ペル 

ーが 30人（5.2％）であった。これらの上位 5ヶ国で、79.7％を占めている。 
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